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緊急雇用創出事業の活用による医療分野の「雇用の質」の

向上のためのアドバイザ一派遣事業に関する補足について

医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

さて、本年4月に発出しました当職通知「緊急雇用創出事業の活用による医療分野

の「雇用の質」の向上のためのアドバイザ一派遣事業についてJ(平成 25年4月 1

2日付け医政総発 0412第 2号、医政看発 0412第 6号。以下「前通知」としづ。)に

より、緊急雇用創出事業の基金を活用し、医療分野の雇用の質向上に取り組む医療機

関にアドバイザーを派遣し、当該医療機関のニーズに応じて労働時間、休暇、安全衛

生面、仕事と家庭の両立など医療機関の勤務環境改善に向けた取組に資する助言を行

う事業の実施をご検討いただくよう、各都道府県に依頼しているところですが、留意

点の補足がありましたので、別添のとおり再度、各都道府県宛に通知を発出しました

ので、御了知の上、円滑な取組に向け、周知等の御協力方お願いいたします。
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緊急雇用創出事業の活用による医療分野の「雇用の質Jの

向上のためのアドバイザ一派遣事業に関する補足について

医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

さて、本年4月に発出しました当職通知「緊急雇用創出事業の活用による医療分野

の「雇用の質」の向上のためのアドバイザ一派遣事業についてJ(平成 25年 4月

1 2日付け医政総発 0412第 1号、医政看発 0412第 5号。以下「前通知」としづ。)

により、緊急雇用創出事業の基金を活用し、医療分野の雇用の質向上に取り組む医療

機関にアドバイザーを派遣し、当該医療機関のニーズに応じて労働時間、休暇、安全

衛生面、仕事と家庭の両立など医療機関の勤務環境改善に向けた取組に資する助言を

行う事業の実施をご検討いただくよう依頼しているところですが、下記のとおり留意

点の補足がありますので、お知らせいたします。

ロレコ一一口

1 .本事業の実施のために活用できる基金について、前通知で示した「重点分野雇

用創出事業Jに加え、「起業支援型地域雇用創造事業」の活用も可能であり、積

極的な活用を図られたいこと。

2. I起業支援型地域雇用創造事業」の活用に際して、主な留意点は次のとおりで

あること(詳細は前通知 別紙 1I緊急雇用創出事業実施要領」を参照のこと)。

O 事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合が 1/2以上であることや

既存事業(実質的にそのように判断されるものを含む)の振替ではなく新

たに企画されたものであることといった要件に加え、「起業後 10年以内の

民間企業等で、あって、本社が起業時と同一都道府県内に所在する企業に委

託して実施するものであること。」との要件を満たす必要があること。

0 したがって、例えば、地域の医療関係団体が新たにNPO法人や一般社団

等の法人を起ち上げる方法や既存の法人等で設立後 10年以内の法人等を

活用して事業を実施する必要があること。

3. なお、事業の全体像については、別添資料を参考にすること。



(別添資料)

雇用創出基金の活用による働きやすい医療機関

づくりのためのアドバイザ一派遣事業について



圃勤務医をはじめ、医療スタッフの働きやすい環境整備は、優秀な

医療スタッフの確保・定着を通じた

・医療の質の向上や医療安全:

-患者の満足・健全な経営

の確保、

多ち方の



【趣旨】

o 地域の医療機関の勤務環境を改善するためには、労務管理の専門家である
「社会保険労務士」、医業経営のプ口である f医業経営コンサルタント」などを、

地域の医療機関のアドバイザーとして派遣し、医療機関の個々の二一ス、に合った
勤務環境改善のための助言を行うことが効果的。

※こうした取組に資する具体的なツールはさまざま存在。(例)日本医師会勤務医健康支援に関する検
討委員会「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツールJ、日本看護協会「看護職員の夜勤・交代制勤
務に関する刀イドラインJ r看護職のワークライフバランス推進ワークショップJ 等

こうした「アドバイザ一派遣Jに係る事業を実施するため、すでに各都道府県

に設置されている「雇用創出のための基金」を活用する。





Q. r雇用創出のための基金Jはおおむね2つあって微妙に要件が違うとのこと
:であるが、どういうことか?

A 現在、 「雇用創出のための基金Jで活用可能なのは、次の2つです。 2つ
の基金事業の主なポイントは次のとおりです。



勤務環境の改善を実現す

るための病院の二一ズは
多種多様!
労務管壊、医療経営、診療報

酬制度、組織マネラメン

ト" . . 

地域の実情に応じて関係団体と連携



醸 i議機機関の勤務議境改欝につながるアドパイザー派遣などの取締を、地識の
機関東擁に取り繕む新規法人を設立し、懇話・補助することで実施。

購買詰議議i謀、 f鰻議題支嬢型地域醸酒郵造事業jをj還期。都道府擦が事畿化。

勤務環境の改善を実現す

るための病院の二一ズは
多種多様!
労務管理、医療経室、診療報
酬制度、紹織マネラメン
ト、 ・・・

県医師会

県看護協会

県病院協会等



【想定されるメリット】
この事業は・-
・地域の医療機関経営の悩み応える取組のために使えます。

「労務管理」面で悩みを持つ医療機関は多い(どうすれば就労上
のルールを満たせるのか、社会保険労務士等の専門家に相談して
みたい・・例:報目1¥1'1の支払い方等・.) 

・医業経営コンサルタント等と連携することで、労務管理面だけで

なく、医業経営面のアドバイスなど幅広いアドバイスと一体的な
実施ち可能。

=医療機関の働きやすい環境づくりで積極的な経営改善に活かす方
向で活用可能



各都道府県衛生主管部(局)長宛、平成25年4月12日付け厚生労働省医政局総務課長・看護課長通知(医政総発0412第1号・医政看発0412第5号)

緊急雇用創出事業の活用による医療分野の「雇用の質jの向上のためのアドバイザ一派遣事業について(通知)

医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、厚生労働省では、緊急雇用創出事業として、各都道府県に基金を造成し、地域の実情や創意工夫に基づき、雇用の受け皿を創り出す事業を行っており、こ
のうち、医療分野については、「重点分野雇用創出事業」として特に重点的な事業実施を行っているところです(別紙1参照)。
こうした中、先の全国医政関係主管課長会議でもお知らせしたとおり、「医療分野の「雇用の質」の向上のための取組についてJ(平成25年2月8日付け医政局長、
医薬食品局長、労働基準局長、職業安定局長、雇用均等・児童家庭局長、保険局長連名通知)第1の4で「地域の関係団体のアドバイザー配置に対する支援の

ーっとして、重点分野雇用創出事業を活用するなどの取組の実施についてご検討いただく」ことを求めているところです。当該通知を踏まえ、例えば下記のような

事業の実施に向け、緊急雇用創出事業の積極的な活用について、御検討願います。なお、基金事業や交付申請等の実務に係る詳細については担当の労働部
局{別紙2参照)に御相談ください。おって、本通知については職業安定局と協議済みである旨、念のため申し添えます。

言己

1事業概要

。「雇用の質向上」に取り組む医療機関にアドバイザーを派遣し、当該医療機関のニーズに応じ、労働時間、休暇、安全衛生面、仕事と家庭の両立など医療機
関の勤務環境改善に向けた取組に資するよう助言を行う。
(助言の一例)

勤務シフトの工夫、短時間正職員制度導入、医療クラーク・看護補助者など補助職の導入、診療報酬のあり方、組織マネジメント、院内保育所や福利厚生施

設などの基盤整備、 PDCAサイクルに基づく勤務環境改善計画づくりや院内の関係者の連携体制づくりなど
2 事業の実施方法

O 各都道府県が事業化した上で、必要に応じ、地域の医療関係の団体等に委託又は補助することにより実施すること。
O 事業の実施体制としては、
-専門アドバイザー
.専門アドJミイザーの業務を補佐する事務補助職(主に失業者の活用を想定)

でユニットを組んで実施すること。

0 専門アドバイザーの形態については、非常勤で雇用する形態、必要な都度、外部の専門職に委託するなどして確保する形態など、実情に応じて、柔軟な方策
で対応すること。

0 専門アドバイザーの種類については、社会保険労務士、公認会計士、税理士、医師・看護師、薬剤師などの資格職はもとより、組織管理の専門家、公的補助

制度に精通した者など、形式的な資格にとらわれず、都道府県の判断により、地域の医療機関のニーズに応じた専門性を有する職員を派遣できるようにするこ
と。

0 なお、補助要件に該当する限り、上記にとらわれず、柔軟な取扱とすること。
3 留意点
O事業実施lこ当たっては、都道府県単位の医師会、看護協会、病院団体や社会保険労務士会、(公社)日本医業経営コンサルタント協会支部などと連携し、適

切な実施体制の構築を図ること。

O事業実施に当たっては、都道府県労働局と連携を図り、医療労働専門相談員(同相談員非設置の労働局にあっては、働き方・休み方設定改善コンサルタント)
との適切な役割分担と業務連携を図ること。
(連絡先)厚生労働省医政局総務課医療勤務環境改善推進室:電話:03・5253・1111(内線2579A105)
担当:京増(kvoumasu-vuuii@mhlw.go.ip)111寄(kawasaki-匂 kayuki@mhlw.go.jp) 
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-医療機関の責任者などがスタッフと協力して、 「雇用の質J向上に取り組むだめの自主的な勤務
環境改善活動を促進するシステム=i建問の質J向上マネジメントシステムを構築する

園行政は、施策の縦割を超え、幅広し1関連施策を総動員して医療機関の取組をパックアップ

各医療機関の取り組み

ガイドラインなどを
参考に改善計画を策定

行政による医療機関への支援

①医療スタッフ椙:a.補朗職等の連携の推進
チーム医療の推進や補助職の活用を、経営面と労務管理面の双方
から支援

②公的職業紹介における看護職員のマッチング機能の強化
ナースセンターの機能強化と、ハローワークとの事業連携の推進

③短時間正社員制度の活用促進
各医療機関へのアドバイザー支援や情報提供などによる活用促進

都道府県労働局に配置しているアドバイザー(医療労働専門相談員 lー

など〉をはじめとする関係機関、関係団体の連携を強化し、将来的 I I 

に、地域の医療機関に対するワンストップの相談体制構築に向けて
取り組む



予想図 病院の『雇用の質』の向上イメ-3

。保育環境が整備されたことで、
育児をしながらでも働き続けら
れるようになりました!

+ i補朗者」が増えたこ
とで、事務作業が軽減さ
れ、医療行為に専念でき
るようになりました! ! 

-短時間正社員制度の導入で、
柔軟な働き方が選択でき、仕
事と家庭生活の両立が図れる
ようになりました!

。労務管理や経営面で悩
んだとき、専門家チーム
に相談したところ、こち
らのこーヌにあったアド
バイスがもらえましだ!

。ナースセンター
とハローワークの
連携強化のおかげ
で、看護職員の確
保がしやすくなり
ました!

+職員の勤務
環境を見直す
際、他の病院
の取組事例を
掲載したサイ
トが参者にな
りました!

。様々 な職種の医療スタ'])フカミお互
いに連携し、業務分担を図りながら
「チーム医療」を進めだことでv患
者さんにとって安J~\ ~安全な医療が
提供できるようになりましだ!

薬剤師など

様々な医療スタッフ


